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第5章

韓国原子力産業の政策と慣行への反対運動

ローレン・リチャードソン

要　旨

　2011年3月（3.11）に日本を襲った一大危機は、反核運動が世界

中で再燃する契機となった。それは日本に最も近く、福島からの放

射性降下物が観測された韓国も例外ではない。本章では、3.11後に

政府が下した原子力エネルギー生産の拡大決定に対し、韓国の反原

発運動が一見無力だった理由を検証する。韓国における反原発運動

の限界は、エネルギー政策の意思決定が高度に不透明化されている

こと、政府の掲げる「グリーン成長戦略」に原子力が組み込まれて

いること、そして反原発運動の戦略に不十分な点があることに起因

する。こうした阻害要因にもかかわらず、反原発運動は原子力業界

に最近及んだ国内的な衝撃を見事に利用し、韓国政府の原子力エネ

ルギー目標をわずかではあるが削減させるという、大きな結果を生

み出したのである。
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序　論

　2011年3月（3.11）に日本の北東部を襲った大地震と、その後福島第1原子力

発電所で発生したメルトダウンは、世界の原子力業界に大きな影響を与えた。震

災直後、ドイツやスイスなど遠く離れた諸国さえも、原子力エネルギー計画の完

全な停止を選択した。被災地により近い台湾では政府主導で段階的な脱原発が進

められており、同国で4番目となる原子力発電所の建設計画も中断された。これ

らの政策転換は、福島の危機を受けて発生した全国的な反原発運動によって引き

起こされたものである。しかし、いささか意外なことに、日本に最も近い韓国は

全く逆の反応を見せた。福島からの放射性降下物が自国の領域にまで達したにも

かかわらず（Hong et al. 2012参照）、韓国政府は3.11以降も原子力エネルギー計

画を加速させ、原子力技術の輸出大国となる計画を推し進めたのである。事実、

李明博大統領は震災からわずか数ヵ月後、国内の原子炉を倍増させるという政権

がそれまで掲げてきた目標を繰り返すとともに、原子力技術は引き続き重要な輸

出分野であると強調した。

　この反応はいくつもの点で不可解であった。はじめに、ドイツやスイス、台湾

と同じく、韓国の反原発運動も福島原発事故を受けて前例のない規模に拡大した

が、表向きはまったく成果を挙げていない。反原発運動の高まりは原子炉の安全

性に対する国民の信頼が揺らいだためであることは明白であり、運動家たちは原

子力エネルギー政策に大きな課題を突きつけている。さらに、長きにわたって国

家を支配した独裁政権が1980年代後半に終焉を迎えた後、韓国の市民社会は

様々な政策分野に強い影響力を及ぼすようになっているが、原子力の発電能力を

増強するという政府の決定の前に、運動家たちは無力に思われる。福島原発事故

が起きた年、韓国の市民団体が日韓で検討されていた防衛協定を中止に追い込ん

だこと、および「元慰安婦」らが外交部に対し、より強い姿勢で日本政府との外

交交渉に臨むよう圧力をかけたこと―いずれも政治的影響力をふるった多くの

例のうちの二つに過ぎない―を考えれば、これはやや不可思議に思える。

　ならば、韓国の反原発運動が原子力政策に関する政府の決定を覆せなかったの
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はなぜなのか？　表向き成果を挙げていないのは、韓国の原子力エネルギー政策

に運動が影響力を有していないからなのか？　その力を妨げている要因は一体何

か？　本章では、韓国の原子力エネルギー産業が1980年台後半から2016年にか

けて維持してきた政策および慣行を変えようとする反原発運動の分析を通じ、こ

れらの疑問に対する解答を求める。反原発運動が直面している課題の一部は、韓

国における原子力エネルギーの構造的発展から生じたものであり、本章ではまず

このプロセスの進行過程を概説する。次いで福島原発事故前後における反原発運

動の実効性を検証し、その目標と戦術について言及する。そして反原発運動に対

して政府が無関心を装った理由の検証を行ない、最後に原子力エネルギー政策に

対する二つの差し迫った阻害要因を検討して本章を締めくくる。

　ここで本章における3つの主要な論点を提示する。第1に、核廃棄物処理施設

の建設を防ぐにあたり、反原発運動は新規原子力発電所の建設を阻止する戦略よ

りもかなり多くの成果を挙げた。第2に、反原発運動が原子力発電を廃止に追い

込めなかったのは、韓国におけるエネルギー政策の意思決定が高度に不透明化さ

れていること、政府の掲げる「グリーン成長戦略」に原子力が組み込まれている

こと、そして反原発運動の戦略に不十分な点があることに起因している。第3に、

こうした制約にもかかわらず、反原発運動は原子力産業に最近及んだ国内的な衝

撃を見事に活用し、政府の原子力発電目標を縮小させるという結果をもたらした。

韓国における原子力エネルギー政策の発展

　朝鮮戦争（1950～53）後に始められた韓国のエネルギー政策は、経済成長を実

現し、輸入への依存を最小化し、長期にわたるエネルギー安全保障を確保する必

要性によって進められてきた。1950年台後半、韓国政府は戦争によって壊滅状

態となった経済を復興させるべく、その手段として原子力発電計画の推進を決定

する。原発はエネルギーの安定供給をもたらし、輸出主体の経済成長を容易にす

るとともに、価格の高い石油、石炭、ガスの輸入に対する依存を軽減するものと、

政府幹部は想定していた。この目標に向け、韓国は1957年に国際原子力機関

（IAEA）に加盟、その後1958年に核エネルギーに関する法律第483号を施行する
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とともに、翌1959年には原子力院を新設した。

　1960年代から1980年台後半まで続いた独裁政権による強権の下、原子力政策

の遂行が国民の反対運動に妨害されることはほぼなかった。事実、朴正煕政権

（1961-79）は反共産主義法および国家安全保障法を盾にデモ参加予定者の弾圧に

乗り出し、催涙ガスや戒厳令といった手段で彼らを制圧した。その裏では1962

年に同国初の原子炉となる小型研究炉が臨界に達している。それからおよそ10

年後、朴政権は港湾都市釜山に古里原子力発電所を建設するよう指示し、1978

年に運転が開始された（Hwang and Kim 2013: 196）。

　独裁政権が続いたことに加え、アメリカ合衆国との同盟関係も原子力エネルギ

ー発展のさらなる原動力となった。韓国政府が原子力エネルギー計画に乗り出し

た結果、アメリカの原子力業界、韓国の複合企業（財閥）、そして韓国政府の間

で利害の一致が生じたのである。アメリカの各原子力関連企業は反共諸国に原子

力技術の導入を進めるという明確な目標を掲げており、韓国を魅力ある潜在的市

場とみなした。事実、1978年に韓国初の原子炉―古里1号―を建造したのは

コンバッション・エンジニアリング（後にウェスティングハウス・エレクトリック

社に吸収）というアメリカ企業であり、黎明期にあった韓国原子力産業に技術的

ノウハウをもたらす結果となった。

　一方、アメリカ政府は同盟国の原子力エネルギー政策に対し一定の影響力を確

保したいと望んでいたが、このことは韓国に独自の核兵器開発を諦めさせた事実

によって裏づけられている。北朝鮮による軍事的圧力の増大と、1971年に実施

された米軍数千名規模の一部撤退は、朴大統領に核兵器の開発とその拡大という

野望を抱かせた（Hayes and Moon 2011）。1972年に締結された「核エネルギーの

民間利用に関するアメリカ合衆国政府と韓国政府との間の協力合意」を通じ、韓

国に対する核物質および原子力技術の提供は発電目的に限ると宣言することで、

アメリカ政府はこうした野望を抑え込もうと試みる。またこの合意文書は、ウラ

ン濃縮を禁じるとともに、燃料サイクル計画および原材料の供給を制限すること

で、韓国の核兵器保有能力を一層低くした。1970年代中盤、韓国原子力研究所

はベルギーから再処理施設を購入することで合意内容の抜け道を見つけようとし

たが、アメリカ・カナダ両政府は韓国に金融面で圧力をかけて取引を潰し、さら
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にアメリカ政府は原子力エネルギー計画に対する支援打ち切りをほのめかした

（Hayes and Moon 2011: 51-3）。こうした圧力の結果、朴大統領は1970年代末に核

兵器の開発・拡大計画を断念している。

　1980年代初頭から中盤にかけ、韓国における原子力発電の拡大は市民の反対

にほとんど妨害されることなく進められた。これは民主化の達成が国民の意識の

大半を占めていたことが大きい（Leem 2006）。こうした状況の下、韓国電力公社

（KEPCO）はアメリカ原子力企業の支援を受け、新たに原子炉8基の建造を監督

した。その結果、1980年代末の時点で韓国の原子力業界は電力総需要の45パー

セントを供給するまでに発展し、技術面でも事実上の独立を果たした。かくして

原子力発電は、韓国の急速な工業化と経済発展に深く結びつくようになったので

ある。

原子力に反対する草の根運動

　しかし1980年代後半に民主化運動が始まる中、原子力産業は大きな社会的抵

抗運動に直面する。独裁政権に対する市民の暴動が10年にわたって続いた後、

韓国国民は朴政権下の発展モデル、とりわけ原子力への傾倒に疑問の声を上げ始

めた。この声は政治的自由の拡大とともに一層大きくなり、初期の反核運動を

徐々に引き起こしていった。初めの頃、こうした運動は原子力発電所の周辺地域

にとどまっていたが、福島原発事故に刺激されて全国的に拡大する。韓国から原

子力を一掃するという反核運動の最大目標は結局実を結ばなかったものの、核廃

棄物処理施設の建設を各地で中止に追い込むことには成功した。本節では3.11

の前後それぞれで反核運動が用いた戦術を検証する。

第1段階：福島以前

　韓国の反核運動は様々な環境保護団体やその他市民団体の融合体として生まれ

た。1980年代末に多数発生したチェルノブイリを含む原発関連の事故に刺激さ

れ、さらなる環境破壊を防ぎ、着実に悪化している国内の公害を食い止めるべく、

国民は力を集め始めた。その第1段階として原子力廃絶国民本部が設立され、原
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子力発電に反対する草の根運動が始められる。こうした運動が初めて大きな成果

を挙げたのは、放射性廃棄物の処理問題においてである。国内電力の50パーセ

ント近くが原子力によって賄われていた1980年代当時、使用済み燃料の保管施

設は満杯に近づきつつあり、放射性廃棄物の保管が重要な課題として現われつつ

あった。運動家たちはこうした状況を、環境面の一大危機と認識する。1986年

に政府が核廃棄物処理施設の候補地を初めて公表したところ、激しい反対運動が

起きた―こうした例はその後幾度も繰り返される。市民は放射性物質の危険性

を叫びつつ、政府機関や処分場の候補地で大規模な反対運動を繰り広げた。この

ような初期の草の根運動は大成功を収め、8年間で12の核廃棄物処理施設を建設

中止に追い込んでいる（Sayvetz 2012）。

　国民によるさらなる反対を乗り越えるべく、韓国政府は処理施設の候補地とし

て遠く離れた場所に注目し始めた。1990年代中盤、政府は同国西岸の堀業島と

いう小島を候補地に選定する。しかしこの計画は秘密裏に進められたため、計画

の存在が明らかになった結果、怒りの抗議運動が展開された。この時、建設反対

運動の中核となったのが韓国環境運動連合（KFEM）である。会員数1万3,000名

以上を誇るKFEMは様々な市民団体と共同で運動を進め、住まいの近くで放射

性廃棄物が処理されることに強く反対する堀業島の住民を支援した（Sayvetz 

2012）。また建設反対が広範囲にわたっていることを示すため、KFEMは市民集

会を主催するとともに、数千名が署名した嘆願書を提出している。

　政府が遅ればせながら候補地に関する公聴会の開催に同意した際、市民団体の

代表者らは堀業島に活断層が存在していると懸念の声を上げた。しかし彼らの不

安は表向きには聞き入れられなかった。結果的に世論の圧力はますます強まり、

1995年春、堀業島に程近い徳積島の住民―同じく処理施設の将来的影響を恐

れていた― 300名がソウルの科学技術部庁舎前で抗議運動を行なう。激しい反

対に直面した政府は IAEAから専門家を招き、候補地の調査を行なうことを余儀

なくされた。その結果、活断層の存在が確認され、核廃棄物の保存に適さないと

いう住民の声が正しいことが立証された。こうした事態の進展を受け、政府は

1995年11月に堀業島への建設計画を断念している。

　1990年代から21世紀初頭にかけ、こうした運動はその後も放射性廃棄物処理
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場の建設に反対し続けた。しかしその試みは本質的に一地域内にとどまる傾向が

強く、計画を中止に追い込んだ後は解散してしまうのが常だった。

第2段階：福島以降

　福島で発生した原子炉3基のメルトダウンを受け、韓国の反原発運動は一種の

復活を遂げた。今回の運動はより多様な団体および個人の参加と、活動範囲の広

がりによって特徴づけられる。三重のメルトダウンに至った福島第1原発の映像

がメディアを通じて韓国全土に流れる中、様々な宗教団体、労働組合、生活協同

組合、職業団体、非政府組織、学会、そしてPTAが結集し、核のない未来を訴

えた。さらに3.11危機は、同じ志を持つ周辺諸国の活動家と協力することで、

反原発運動が多国籍化する原動力となった。その推進役は韓国のカトリック団体

であり、日中の反原発運動家とともに東アジア市民社会ネットワークを形成する

と宣言している。このネットワークの目的は、現在これら三国間で高まっている

緊張状態にかかわらず、原子力産業に対抗すべく統一戦線を形成するというもの

である。その設立趣意書には次のように謳われている。「原子力の危険性に関す

る知識を共有し、自然エネルギーについての技術と英知を広めることで、東アジ

アは対立でなく平和の中心に、破壊でなく生命の中心になるだろう」（East Coast 

Solidarity for Anti-Nuke Group 2012）。東海岸反核団体共同体と命名されたこのグル

ープは福島原発事故のちょうど1年後に結成され、311名の市民が参加したと発

表されている。この事実は韓国の反原発運動がもはや原発周辺にとどまる国内現

象ではないことを物語っている。

　参加者の拡大に伴い、福島事故以降の反原発運動はその活動対象を広げている。

運動家たちは廃棄物処理施設や発電所の建設阻止という当初の枠にとどまらず、

原子力発電の廃止に向けてより広範な活動を行ない、既存の原子力発電所をも対

象とするようになった。福島以降の反原発運動を支える論理は、本質的に次の4

点から成る。（1）ウランは最終的に枯渇するため、原子力が恒久的なエネルギー

源となることはない。（2）先進国の大半はもはや原子炉を新規に建造しておらず、

また福島原発事故を受けて原子力政策を真剣に見直している。（3）社会的なコス

トを考慮すれば、原子力が経済的であるとは考えられない。（4）ウランの採掘・
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精製段階で二酸化炭素（CO２）が放出されるため、原子力が環境に優しいエネル

ギー源であるとはみなせない。以上の4点に加え、反原発運動を特徴づける最も

重要な論理は「3.11事故により原子力発電所は安全でないと立証された」という

ものである（Nagata 2012）。

　3.11後における反原発運動の最初の目標は、韓国で最も古い原子炉2基―古

里1号機および月城1号機―の寿命延長を阻止することだった。このうち古里

1号機は技術的な寿命をすでに超えており、2011年春に多数の問題が発生した結

果、一時停止状態に置かれた。しかしその直後、原子力当局は運転に問題はない

と宣言し、発電再開を許可した。また1983年に慶尚北道の原子力発電所で稼働

を開始した月城1号機も、長期にわたる補修管理のため2009年6月に運転を一時

停止した。運転免許の期限が2012年だったため、韓国水力原子力（KHNP）は

その寿命を延ばすべく、5,600億ウォン（5億900万ドル）を投じて原子炉の改修

を行なった。その結果、2011年6月に再稼働の許可が下りている。

　当局によるこれらの決定はいずれも福島原発事故の直後になされたものであり、

同様の事故が近くで起きるのではないかという不安を地元住民の間に引き起こし

た。「原子力のない社会に向けた集団運動」というグループが掲げる旗印の下、

地元住民は原子炉の寿命延長を取り消すよう求めた。この目標を実現すべく、参

加者は原子炉の命運を握る原子力安全保安委員会（NSSC）の前で抗議活動を行

ない、反原子力のスローガンを謳い上げた。だがこうした反対の声にもかかわら

ず、当局は古里1号の運転継続を認める。さらに、2012年11月に寿命を迎える

月城1号の廃炉を一旦は決定したものの、後にそれを覆し、2015年2月から10

年間の運転継続を許可した。これら二つの決定は、反原発運動にとって大きな痛

手となった。

　反原発運動は老朽化した原子炉の糾弾に加え、新規原子力発電所の建設阻止と

いうこれまでの任務も続けている。その対象とされたのが韓国東岸の三陟および

盈徳という2ヵ所の原発建設予定地であり、政府は計8基（各4基）の原子炉建造

を計画していた。三陟市当局はもともと2010年に原子力発電所の建設を認めて

いた。しかし福島原発事故を受けて同市でも原発反対の市民感情が高まり、「三

陟原子力発電所の建設中止を求める汎市民連合」が結成されるに至る。原子力発
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電所を巡り中央政府に対する市民の態度が変わったことを裏づける事実として、

反原発を公約に掲げて市長選に立候補した金良鎬が当選したことが挙げられる。

当選後、金は反原発の声を集めるべく2014年に住民投票を行なう。そして予想

通り、市民の大半は原発建設に反対の姿勢を見せた。有権者の69.8パーセント

が投票を行なったこの住民投票において、85パーセントが建設計画に反対した

のである。しかし法的な根拠がないことから、政府は住民投票に拘束力はないと

宣言し、その結果を無視した。

　第2の建設候補地・盈徳でも同様の事態が発生している。海沿いの地方郡であ

る盈徳は過疎化が進み、経済的にも苦境に立たされていたため、住民は当初、原

子力発電所がもたらすであろう経済効果を熱烈に歓迎していた。原発が建設され

ることになれば待望の雇用機会が生まれるだけでなく、将来的な危険性に対する

補償として60年にわたり総額1兆5,000億ウォン（13億5,000万ドル）が支払われ

ると政府から約束されていた。2005年に低レベル放射性廃棄物保管場の誘致に

失敗した経験を持つ盈徳の住民は、原子力発電所のもたらす恩恵にとりわけ敏感

だった。しかし日本で発生した原発事故を受け、そうした熱意は一瞬で消え去る。

事実、建設候補地に名乗り出た当時、発電所が津波に襲われる事態を住民は予想

していなかった。福島原発事故の後、地域住民は計画を中止に追い込むべく住民

投票を求める。しかし郡当局が支援に消極的だったため、住民は独自に投票を組

織した。だが当局の支援が得られなかったためか、法的拘束力を有するのに必要

な有権者の3分の1の投票を得ることはできなかった（Kim 2015）。いずれにせよ、

中央政府のプロジェクトが地方の住民投票の結果に左右されることはないという

立場から、韓国政府は三陟と盈徳いずれの結果も無視している。

　韓国の反原発運動における圧力による戦術が一長一短の結果を生み出したこと

は明らかである。初期の反対運動は、核廃棄物処理施設や少数の原子力発電所を

建設中止に追い込んだという点で一定の成果を挙げた。しかし福島事故以降の反

原発運動は、老朽化した原子炉の寿命延長を阻止し、新規原子力発電所の用地決

定を覆すという目標をほとんど達成できなかったのである。
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限定的な政策転換

　福島原発事故の衝撃と、それに続く反原発運動の巨大な圧力にもかかわらず、

韓国の原子力政策は減速の兆しを見せていない―少なくとも表面上は。福島原

発事故を受けた政府の対応は、日本で発生したメルトダウンによる将来的な汚染

に対処し、また国内原発の安全性を高めるという、限定的なものに過ぎなかった。

3.11以降の2ヵ月間、日本から海路および空路で韓国に入国した3万人は全て放

射能検査を受けたが、除染が必要だと判断されたのはわずか2名だった（Korean 

Government 2012）。また同じ期間、韓国政府は原子力関係機関に対し、国内の全

原発に対する特別保安検査を実施するよう命じたものの、異常は発見されなかっ

た。そして2011年6月、国会は国民の健康と安全の維持を任務とする規制機関

NSSCを創設する法案を通過させた。

　これらの方策が3.11後における韓国政府の対応を形作っており、また結果的

に反原発運動を生じさせることとなった。韓国は今なお世界第6位の原子力エネ

ルギー消費国であり、アジアでは日本に続き第2位である。国内で24基の原子

炉が稼働しており、他に5基が建設中である。政府は現在も原子力の安全性と費

用対効果の高さを強調しており、その一方で再生可能エネルギー源の開発に消極

的である。原子力産業の拡大は今日においても韓国の重要な国家戦略であり、そ

のことは科学技術部が2006年に策定した原子力開発に関する第3次包括的計画

（2007-11）によって裏づけられている。政府はこの報告書の中で、2030年までに

国内総発電量の59パーセントが原子力によって生み出されると予測した。

　こうした国内的な野心に加え、原子力技術は韓国の主要な輸出産業へと進化を

遂げている。知識経済部（訳注：現・産業通商資源部）は2030年までに原子炉80

基の輸出を目指しており、その総額は4,000億ドルに上る。外国との大規模な取

引に初めて成功したのは2009年のことであり、原子炉4基を400億ドルで建設す

る契約がKEPCOとアラブ首長国連邦（UAE）との間で結ばれた。福島原発事故

にもかかわらず、李明博大統領は2011年3月13日―日本の危機が表面化した

わずか2日後―にUAEを公式訪問し、エネルギーにおける将来的な協力関係
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を再確認した。また韓国はUAEとの取引に加え、1億7,300万ドルで研究炉を建

設する契約をヨルダンとの間で、総額20億ドルで原子炉数基を建設する契約を

サウジアラビアとの間で締結している。さらに韓国の原子力産業が輸出を目指し

ている国として中国、フィンランド、ハンガリー、インドネシア、マレーシア、

トルコ、そしてベトナムが挙げられる。

　韓国の反原発運動が原子力の発展を止められなかったのはなぜか？　政策転換

が限定的なものにとどまったのは、圧力戦術だけでは説明できない。むしろ以下

に挙げる3つの要因が複合的に作用し、原子力に関する実質的な改革を妨げたの

である。（1）原子力政策の立案・決定における高度な不透明性とトップダウン的

性質―これによって運動家たちは政策決定に影響を与えるために動員できる法

的手段を制限された。（2）韓国政府が打ち出した「グリーン成長戦略」における

原子力の優位性。これは原子力のさらなる発展を許している要因である。（3）反

原発運動の圧力戦術に内在する欠陥。具体的には、原子力に代わる実現可能な代

替エネルギー戦略を打ち出せなかったことである。

原子力政策の立案・決定における不透明性

　反原発運動が直面している第1の障壁は、エリート主導で行なわれる原子力政

策の立案・決定である。市民の実質的な参加が認められている他の政策分野と異

なり、原子力に関する意思決定は今も高度に隔離された環境の中、政府幹部と技

術官僚が独占的に行なっている。このプロセスに関わる主要な機関として、産業

通商資源部、未来創造科学部、NSSC、および財閥各社や各種行政機関が挙げら

れる。これらの機関は原発賛成派の政治家や技術官僚から構成されており、国民

を排除した意思決定における鉄のトライアングルを形作っている。このトライア

ングル構造は2008年に李明博―かつての財閥幹部（現代）―が大統領に就

任したことで一層強化された。

　こうしたエリート主導型プロセスによる当然の結果として、原子力政策はトッ

プダウン型の力学を通じて実行されている。これを特徴づけるのが「決定－発表

－弁明」という一連の流れ（Norman and Nagtzaam 2016: 250）であり、政府はま

ず政策を実行に移し、次いで地方自治体や住民にそれを課し、そして経済的補償
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などの見返りによって反対を鎮めようとするのである。こうした流れは堀業島の

一件で如実に表われている。しかしこの戦略は過去幾度となく有効ではないこと

が証明されたため、政府は2004年以降、市民の声を取り入れる方向へとわずかで

はあるが舵を切った。とはいえ、原子力政策が形作られる中で、運動家は今も巨大

な障壁に直面している。エリートが主導するトップダウン型の政策決定過程のた

め、反原発運動の圧力戦術が政府へのロビー活動の形をとることはなく、実際に

は政策の実行を妨害するという、より実効性の高い戦略を採用しているのである。

「グリーンエネルギー」としての原子力

　反原発運動を妨げているもう一つの要因として、韓国政府が打ち出したグリー

ン成長戦略に原子力も組み込まれていることが挙げられる。これは本質的に、韓

国における原子力政策の立案・決定にさらなる不透明性を加えるものである。

　過去数十年間の急速な工業化の結果、韓国における温室効果ガスの排出量は

1990年から2005年にかけてほぼ倍増した―これは経済協力開発機構（OECD）

加盟国の大半を上回る増加量である。それに伴い、ソウルの年間平均気温も摂氏

1.5度上昇しており、0.7度という世界平均を超えている（von Hippel, Yun, and Cho 

2011）。こうした事態は、気候変動への速やかな対処が必要であるという世界的

潮流と合わせ、CO２排出削減策の立案を韓国政府に迫ることとなった。そして

韓国政府にとっては、低炭素と経済性を同時に達成できる原子力こそが国内の環

境・気候問題を解決する便利な手段であり、かつ増大するエネルギー需要を満た

す手段としても魅力的に映った。かくして2009年、李明博政権は3つの主要な

目標から成るグリーン成長戦略を発表した。それらは、化石燃料消費の削減、温

室効果ガスの追跡、そして新規原子力発電所の建設である。再生可能エネルギー

はごくわずかな地位しか与えられなかった。

　国家の環境・気候戦略に原子力を組み入れることは政府の「グリーン成長5ヵ

年計画」（2009-13）と「低炭素のグリーン成長に向けた枠組み条例」（2010）に

よって制度化された。こうした流れの末、原子力を巡る政治構造は運動家にとっ

て不利なものとなっている。炭素排出量の削減とエネルギー面の独立を両立させ

る手段として原子力が幅広く組み入れられたことは、国内における原子力発電を
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拡大させ、原子力技術の輸出を促進するという政府の計画を法制化することを可

能にした。事実、李明博大統領も支持者に対し、UAEに対する原子炉4基の輸出

は「炭素排出量の4,000万トン削減」に匹敵すると述べている（Lee 2010: 11-12）。

　政府のこうした姿勢に対抗すべく、反原発運動家は原子力を環境に優しくない

エネルギー源と位置付けようとした。前述の通り、ウランの採掘・精製によって

CO２が放出されると運動家らは主張している。さらに、使用済み燃料の再処理

を禁じ、結果として環境に悪影響を及ぼす放射性廃棄物処理場の必要性を生み出

すこととなる米韓核エネルギー合意の条文を強調した。また韓国の原子力発電所

の多くはたびたび地震に襲われる沿岸部に立地していることから、運動家はフク

シマ型の事故が起きる可能性も指摘した。しかしこうした異論は、より多くの国

民に原子力の損益分析を浸透させるに至っていない。事実、政府が主張するよう

に、原子力こそ気候変動を解決する鍵であるという信仰は、韓国社会にいまだ強

く根付いているのである。

反原発運動における戦術的欠陥

　原子力エネルギー開発政策の転換が限定的なものにとどまったのは、反原発運

動の戦術面における欠陥も原因の一つだったと考えられる。運動家らは原発反対

運動を行なう中で、現実的な代替エネルギー源を提示することがなかった。つま

り新たな政策を求めるのでなく（Hermanns 2015: 276）、終始政策の実行を妨害し、

原子力に内在する危険性を強調するという反動的戦術になりがちだったのである。

韓国には天然資源が少なく、製造業を中心に経済が構成されていることを考えれ

ば、こうした手法は脱原発を進める上で問題が多かった。原子力に頼らず国家の

エネルギー需要を―エネルギー安全保障とさらなる工業化の見通しを両立させ

つつ―どう満たせるか、それを説明する戦略がない以上、韓国政府が原子力を

主要なエネルギー源から外すことは考えられない。韓国の高い人口密度、比較的

狭い国土、そして山の多い地形はいずれも、集合型風力発電所をはじめとする再

生可能エネルギーの活用を他国と比較して難しいものにしており、これらの点に

照らした戦略を形成することがさらに必要となるのである。

　また福島原発事故以降、反原発運動の活動領域は大きく広がったものの、その
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圧力戦術は原子力に対する国民の意見に目立った影響を与えていない。韓国原子

力庁が毎年行なっている世論調査によると、韓国国民はここ数年にわたって原子

力発電に関して一貫した見方を保っており、福島原発事故以降も原子力発電所に

対する支持率は80ないし90パーセントを維持している。これが原子力プログラ

ムの拡充を謳う政府の方針をさらに後押しした。しかし3.11事故が韓国におけ

る原子炉の安全性や放射性廃棄物の処理問題についての印象を悪くしたのは確か

であり、これらの問題について信頼を示した者の割合はそれぞれ39パーセント

および24パーセントという結果にとどまっている。加えて、福島原発事故の1

年前と1年後に実施された世論調査を比較すると、原子力発電所を地元に受け入

れてもよいと答えた者の割合は28パーセントから20パーセントへと8ポイント

下落している（Dalton and Cha 2016）。これらの数字は、発電所や廃棄物処理場の

立地する地方など原子力への反対が極めて地域的なものにとどまる一方で、電力

関係者が大勢住み原子力発電所が存在しないソウルなどの大都市では原子力への

支持が高水準を維持していることを指し示すものである。

　実際、原子炉の安全性に対する地域的な支持と自信が失われたことは、韓国政

府の政策実行を難しくしている。だがそれと同時に、原子力発電に対する広範な

支持が保たれていることは、反原発運動の圧力戦術を弱体化させる要因となった

のである。

韓国の原子力業界が直面する新たな課題

　韓国のエネルギー政策を形作る上で反原発運動が限られた役割しか果たせなか

ったにもかかわらず、近年になって政府の原子力戦略に対し二つの新たな課題が

浮上した。これらは原子力産業の内外に衝撃を与え、政府が原子力発電の拡大目

標を引き下げることを余儀なくさせた。一方、反原発運動の側はこの衝撃を好機

と捉え、原子力に対する反対の声を国民の中でさらに盛り上げようとしている。

不祥事

　これら課題の第1は原発関係者が関わった一連の不祥事と、これに伴う原子力
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規制に対する国民の信頼喪失である。原子力発電能力を拡大させる政府の取り組

みの一環として、2012年から2021年にかけて11基の新規原子炉が建設される予

定になっていた。しかしこの計画は、古里原子力発電所において運転管理者によ

る原子炉故障の隠蔽が通常監査で明らかにされたために頓挫した（KHNP 2012）。

問題の原子炉が電力を失った際、緊急用ディーゼル発電機が作動せず、重大な事

態に陥る危険がいくつも生じた。しかし運転管理者は国民の反発を招くことを恐

れ、また「発電所の信用を悪化させ」たくなかったため、この故障を故意に報告

しなかったのである（IAEA-NSNI 2012: 3）。

　古里原発は韓国第2の都市釜山の近郊に位置しており、この隠蔽工作は規則遵

守に関する国民の不安をかき立てるというまたとない機会を、反原発運動に与え

ることとなった。そして論争が巻き起こる中、KFEMと反核釜山市民対策委員会

は予想される影響を突き止めるべく、原発敷地内でチェルノブイリ級の放射能漏

れが発生した場合のシミュレーションを行なった。その結果は報告書の形で公表

され、こうした事故が起きた場合、釜山市内でおよそ90万名の死者が発生し、

損害は628兆ウォン（5,330億ドル）に上ると推計された（Yi 2012）。福島第1原

子力発電所における安全規制の失敗を想起させるこのシナリオは、広く市民の間

に強い不安を与えた。IAEAから派遣された複数の専門家が2基の原子炉を安全

と宣言したものの、原子力関係者に対する信頼を失った地元住民の懸念を和らげ

ることはできなかった（IAEA 2012）。

　この直後に二つめの不祥事が発生し、韓国の原子力発電所における規制面の不

透明さがさらに浮き彫りとなる。2012年11月、霊光原子力発電所の原子炉で用

いられている部品のうち少なくとも5,000点が適切な認証を受けておらず、また

少なくとも60点の品質保証証明が偽造されたものであることが、監査によって

発覚した。KHNPは公式調査を行ない、2003年から2012年にかけて納入された

部品のうち7,682点に偽の品質証明が添付されていたと発表する（LaForge 2013-

2014）。この結果を受け、KHNPは問題となった部品の交換が終わるまで、原子

炉6基のうち2基の運転停止を余儀なくされた。市民の反対運動が起こる中、当

局は全国で稼働中の原子炉23基全てで用いられている部品の検査を実施した。

その結果、古里および月城両発電所で大量の偽造証明書が発見される。そのため
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古里2号機と新月城1号機は2013年6月に運転を停止し、古里1号機と新月城2

号機についても無認可の部品がすべて交換されるまで運転の一時中止を命じられ

た。これら不祥事により贈収賄容疑で起訴された者は100名に上ったが、その中

にはKHNP元社長とKEPCO副社長も含まれていた（LaForge 2013-14）。

　いずれの出来事も、韓国における反原発のうねりを引き起こすことになった。

国民は安全証明の偽造問題を原子力産業を覆う秘密主義によるものと考えた。そ

れは霊光原発の一時停止を受けて発生した2,500名規模の反対集会で明らかにな

った。原発の安全性の全体的見直しを求める集会参加者はKHNPを模した人形

を燃やし、「我々は不安だ！」と記したプラカードを振りかざした。大衆の怒り

を鎮めるため、チョ・ソクKHNP社長は2013年9月公式に謝罪し、これら不祥

事は原子力業界が直面している「最大の試練」であることを認め、企業文化の改

革を約束した。

　これらの不祥事はいずれも、原子力発電事業の規制役である政府の能力に対す

る国民の信頼を失う事態をもたらした。さらに、福島第1原発における規制面の

欠陥と、自国の原子力発電所におけるそれとが比較されることで、より大きな影

響が出ることは必至であった。

原子力発電所に対するサイバー攻撃

　韓国の原子力産業が直面している第2の課題は、サイバー攻撃の形をとって現

われた。2014年12月、国内で稼働する原子炉3基の一部の設計図と運転マニュ

アル、さらにKHNP職員1万名の個人データがハッカーによって流出する

（Baylon, Livingstone, and Brunt 2015）。情報はまずブログで、次にツイッターで暴

露され、アカウントのプロフィール欄には「反原発グループ総裁」と記されてい

た。正体不明のハッカー（韓国政府は北朝鮮の犯行と疑っている）は、3基の原子

炉―古里1号機、同3号機、および月城2号機―をクリスマスまでに閉鎖し

なければ、いずれも組織的に破壊され、またさらなる情報がネットに流出するだ

ろうと脅迫した。「こうした設計図、据付図表やプログラムが、それらを喉から

手が出るほど欲しがっている国々に公開されたら、お前たちは責任を取るの

か？」と、ハッカーは韓国語で脅迫している。問題の原子炉3基はいずれも人口
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密集地域に近いことから、かねてより反原発運動の標的にされてきた。

　だがハッカーは原子炉の設計図とマニュアルを入手したにもかかわらず、施設

に関する重要な技術データを盗むことはできなかった。事実、こうしたデータは、

社内のネットワークから切り離されたKHNPの制御監視システムに安全に保管

されている。にもかかわらず、政府はサイバー危機レベルを「注意」― 5段階

の2番目―に引き上げ、各原子力発電所でサイバー攻撃の模擬演習を実施した。

政府や原子力関係者にとってさらなる悩みの種は、サイバー攻撃とそれに伴う脅

迫が反原発運動に油を注ぎ、古里および月城の近隣住民の間にさらなる社会不安

をもたらしたことである。地元住民から見れば、KHNPの社内サーバーがサイ

バー攻撃に晒されたことは、原子力発電にまつわるさらなる危険の一つと映る。

近隣住民は直ちに避難すべきとハッカーが言明したことで、こうした不安はます

ます高まった（McCurry 2014）。

　こうした課題は韓国の原子力エネルギー計画にどのような影響を及ぼしたか？

一言で言えば、不祥事による反原発感情の高まりは、本質的に政府の原子力に対

する野心を抑制する役割を果たした。国内原子力発電所の安全基準や規制遵守に

対するかつてない批判に直面した産業通商資源部は、原子力発電目標の大幅な引

き下げを余儀なくされた。当初の目標は2030年までに総発電量の59パーセント

を達成するというものだったが、不祥事を受けて（2035年までに）22～29パーセ

ントと控えめな数字になっている（Ministry of Trade, Industry, and Energy 2014: 40）。

この下方修正の理由として原子力の「過度の拡大」を避ける必要性が挙げられて

いるものの、国民の懸念の高まりが背景にあることは間違いない。さらに

KHNPも、政府の勧告に従い古里1号機を2017年6月に停止すると発表した。そ

れが実現すれば、古里1号機は同国で廃炉段階に入った初の原子炉となる。また

これらの問題はKHNPに巨額の財政負担を強いる結果をもたらした。2013年10

月に開かれた議会公聴会では、古里1号機の廃炉費用が28億ドルに上ると推計

されている（Cho 2013）。

　不祥事がもたらした最も重要な影響は、国民に対するより一層の説明責任が韓

国の原子力業界に課せられたことである。こうした趨勢は、朴槿恵政権に対する

最近の汚職容疑と、それに続く大統領弾劾手続きによってさらに明確なものとな
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った。朴大統領―朴正煕の娘―が友人と共謀して多額の税金を着服したとい

う疑惑を受け、100万人以上の国民が抗議集会に参加した。国民が大統領の謝罪

を受け入れずあくまで辞任を求めたことは、政府の不正行為に対する社会的許容

度が低下したことを示す何よりの証拠である。

結論―韓国の反原発運動が福島原発事故以降にもたらしたもの

　2011年3月に発生した福島原発事故は、原子力発電所が壊滅的被害をもたらす

可能性があることを全世界に明確に思い起こさせた。原子力発電所の安全性に対

する懸念が国民の間に広がる中、各国政府は原子力エネルギー計画を中止するか、

大幅にその速度を落とした。しかしこれまで見たように、韓国は3.11後も原子

力大国になるという野望に向かって突き進んでいる。その一方で、反原発運動は

かなりの勢いを獲得し、これまでの政策や慣行を改めさせようと力を合わせてい

る。本章の目的は、福島事故前後における反原発活動の検証を通じ、運動が限ら

れた成果しか挙げられなかった理由を説明することだった。

　その結果、原子力が反原発運動の発生以前から韓国政府のエネルギー政策に深

く根を下ろしていたため、運動は初期段階から巨大な構造的障壁に直面していた

ことが明らかになった。原子力の優位性は、数十年にわたる独裁政権、米韓同盟、

そして朴正煕元大統領によって進められた輸出志向型の経済発展の結果として生

じたものである。原子力に反対する運動家同士の初期における協力関係は、主に

二つの要因によって妨げられた。それは独裁政権が強権的支配を続けたこと、そ

して国民の関心が民主化運動に集中したことである。

　1980年代後半に産声を上げた反原発運動は、さまざまな原子力政策と戦う中

で成果を挙げることもあればそうでないこともあった。活動の初期段階、運動家

たちは新規原子力発電所や放射性廃棄物処理施設の建設を中止に追い込むなど、

一定の成功を収めた。しかし廃炉が予定されている原子炉の寿命延長を阻止し、

新規原発の立地を認める地方レベルの協定（3.11以前に発効されたもの）を覆す

という福島原発事故以降の運動目的は、その大半を果たすことができなかった。

　本章では、政策転換が限定的なものに終わったことは反原発運動に内在する欠
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陥だけでは説明できないと論じた。むしろ原子力政策の立案・決定に内在する不

透明さとトップダウン的性質、および政府のグリーン成長戦略に原子力が組み込

まれたことなど、様々な要因が重なり合い、反原発運動にとっての機会を制限し

たのである。一方の運動側は、長らく韓国の経済成長を支えてきた原子力に代わ

る現実的な代替案を提示しようとしなかった。

　反原発運動は韓国における脱原発の実現にこそ失敗したものの、その努力がな

んら実を結ばなかったという結論は正しくないだろう。事実、運動は原子力を政

治問題化した上、国民的な支持基盤を弱めることに成功している。この過程は、

近年多数が明るみに出た業界内部（さらに言えば政府内部）の不祥事と、より悪

名高き原子炉を標的とするサイバー攻撃によって一層促進された。反原発運動は

これらの不祥事を好機と捉え、反原子力の感情をさらに盛り上げ、規制に対する

国民の不信を煽ることに成功した。結果として、原子力発電を拡大させるという

韓国政府の政策は、独裁政権時代とは対照的に、ますます敵対的な国内情勢に直

面している。さらに反原発運動は、業界に透明性の拡大、既存原子炉の安全性の

改善、そして国民による監視を課すことによって、原子力にまつわる政府の独占

に楔を打った。しかしおそらく反原発運動がこれまでに残した最大の成果は、政

府が原子力発電の目標値を30パーセントも引き下げる素地を作り出したことで

ある。

　にもかかわらず、韓国は今なお原子力大国への道を歩み続けている。反原発運

動がこうした現状を変えるには、フクシマの教訓を例に挙げるなど常に圧力をか

け続けるとともに、原子力に代わる現実的な代替案を提示する必要があるだろう。

そのことはまた、経済成長とCO２削減を両立させるため原子力に依存している

ことと、有権者の間で反原発の声が高まっていることとのジレンマを韓国政府が

解決する一助ともなるはずだ。

　国民の声を十分取り入れる制度を持たないまま韓国政府がこれからも原子力の

開発を続けようとすれば、反原発運動はさらに激しさを増すに違いない。KFEM

のヨン・ヒョンチョルはこう述べている。

原子力発電所は住民の生命に直接結びついているにもかかわらず、政府は市
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民の意見を無視し、原発拡大政策にこだわり続けてきた。市民のこうした

（反原発の）考えを確認できた今、我々は老朽化した原子力発電所の閉鎖を

求め、全国の新規原子力発電所の建設を阻止する活動に、より積極的に関与

するつもりだ。（Choi 2014）
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